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従来の地域保健の生活習慣病対策では，知識の提供を重視したプログラムが主流であったが，
生活習慣改善を促すには行動科学にもとづくプログラムがより有効であるとされている。しか
し，先行研究では比較対照となる知識提供型プログラムの介入の時間や頻度が行動変容型プロ
グラムよりも少なく，両プログラムの効果の差が真に介入内容の違いによるかは不明である。
本研究では両プログラムの介入の時間と頻度を同じにしたうえでメタボリックシンドロームの
危険因子に対する効果の違いについて，ランダム化比較試験による検証を行った。
横浜市磯子区在住の40～70歳（57.4±8.3歳）の男女100名を行動変容型プログラム群50名，

知識提供型プログラム群50名に無作為に割り付けた。行動変容型プログラムでは，目標設定や
セルフモニタリングなどの行動変容技法を採用した。知識提供型プログラムでは，医師，健康
運動指導士，栄養士が疾病予防や食事，身体活動についての講義と実習を行い，さらに体力測
定とグループワークを行った。両プログラムとも集団介入であり，介入の実施時間，頻度，回
数，期間（１回２時間，月１回，計４回，４カ月）は全く同じであった。測定項目は，肥満度，
血圧，脂質代謝，糖代謝，インスリン抵抗性指数（ - ）であった。
介入前の各指標の平均値には両群間で有意差がなかった。教室への参加継続率は行動変容群

94.0％，知識提供群86.0％であり有意差はなかった。すべての指標において介入前後の変化量
に有意な群間差は認められなかった。しかしながら， 25以上の者について検討したとこ
ろ， ，ウエスト周囲径，血糖値，インスリン濃度，および - において行動変容
型プログラム群の方が有意に改善度が大きいことが認められた。
行動変容型プログラムは，従来の知識提供型プログラムと比較して，介入の実施時間，頻度，

回数，期間が同一の条件であっても，肥満者のメタボリックシンドロームの危険因子である肥
満，糖代謝，およびインスリン抵抗性をより改善する。

行動科学，生活習慣病，肥満，地域医療，ランダム化比較試験

Ⅰ

平成20年度から開始された特定健診・特定保
健指導ではメタボリックシンドローム対策が明
確に打ち出され1)，確実な行動変容と肥満等の

危険因子を改善できるプログラムが求められて
いる。わが国の地域保健における生活習慣病対
策では，講義で正しい知識を提供したり，実習
で運動や食事の方法を指導したりする知識提供
型プログラムが多く行われてきた。一方，欧米
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では行動科学の理論にもとづくプログラムの開
発と検証が進んでいる。これらのプログラムの
多くは社会認知理論2)やトランスセオレティカ
ルモデル3)などをもとに構成され，セルフモニ
タリングなどの行動変容技法が用いられている。
行動変容技法を用いた行動変容型プログラムは，
身体活動4)5)や食事6)などの行動変容を促し，肥
満7)，糖代謝8)9)などの危険因子を改善すること
がランダム化比較試験（以下， ）によっ
て示されている。
しかし，これまでの研究では，行動変容型プ

ログラムの比較対照が非介入のコントロール群
や通常の診療群であることが多かった5)8)-10)。
介入効果は，介入の質的条件である介入内容と
介入の実施時間，頻度，回数，期間といった介
入の量の積として得られるものと考えられる。
従って，介入内容の違うプログラムの効果の差
が真に介入内容の違いを反映しているかを検討
するには，介入の量を同一にして比較する必要
がある。また，日本人を対象とした行動変容型
プログラムの効果についての研究は数少なく，

による検証は非介入群との比較5)と講義
との比較11)が報告されているだけである。すな
わち，従来の知識提供型プログラムよりも行動
変容型プログラムが，生活習慣病やメタボリッ
クシンドロームの予防と改善に効果的という科
学的根拠が蓄積されているとはいえない。
そこで著者らは，知識提供型プログラムと行

動変容型プログラムの実施時間，頻度，回数，
期間を同一にし，地域住民を対象とした
を実施した。１次成果として行動面（身体活動
量と栄養摂取量）について検証した結果，行動
変容型プログラムはより身体活動を促進するこ
とが明らかとなった12)。そこで本研究では，両
プログラムの１次成果での効果の違いが２次成
果である身体面に対しても影響を及ぼすか否か
について検証することを目的とした。すなわち，
メタボリックシンドロームの危険因子である肥
満，糖代謝，脂質代謝，血圧，インスリン抵抗
性に対する両プログラムの有効性を比較したの
で報告する。

Ⅱ

介入プログラムは，横浜市磯子区磯子福祉保
健センターの保健事業の一環として実施された。
磯子区は，人口約16万４千人，面積約19 ，高
齢化率18.7％の大都市近郊の地域である。

磯子区に在住の40～70歳の男女を対象とした。
対象者の除外基準は，整形外科的疾患や重篤な
既往症等による運動制限がある者，疾患等のた
め医師がプログラム参加困難と判断した者，他
の生活習慣改善プログラムへ同時参加している
者とした。１日の歩数を主な介入効果の評価指
標と考え，予備的介入や先行研究のデータから，
介入効果の群間差を1,000歩，標準偏差を2,000
歩，α＝0.05，β＝0.20として標本サイズを算
出した。その結果，各群63名の対象者が必要で
あったので募集人数は130名とした。対象者の
募集経路は，広報，自治会掲示板のポスター掲
示，公的機関・学校・病院等でのチラシ配布な
どであった。募集期間中に106名からの応募が
あったが，５名が測定会前に参加をキャンセル
し，１名が除外基準に合致した。予定していた
募集人数に達しなかったが，最終的には100名
（男性19名，女性81名，平均年齢57.4±8.3
歳）を研究対象者とした。研究対象者を，行動
変容型プログラム群（行動変容群）50名と，知
識提供型プログラム群（知識提供群）50名とに，
コンピュータにより作成した乱数表を用いて無
作為に割り付けた 。

プログラムの効果を評価するために，以下の
項目を介入前後に測定した。

ウエスト周囲径，および
（ ）を肥満度の指標とした。ウエスト周
囲径はすべて同じ測定者が計測し，測定条件は
先行研究13)に準じて，立位，軽呼気時，臍レベ
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ル，空腹時とした。

12時間以上の絶食後に採血を実施した。検査
項目は，糖代謝指標として，血糖，インスリン，
ヘモグロビン １ （以下， １ ）を分析し，
脂質代謝指標として，中性脂肪， コレス
テロール，総コレステロール， コレステ
ロールを分析した。さらに，インスリン抵抗性
の指標としてインスリン抵抗性指数（以下，

- ）14)を「インスリン（μＵ/ ）×血
糖（( / )÷22.5）」の式から算出した。

- はインスリン抵抗性の簡便な指標
のひとつとされており，日本人でもその妥当性
が報告15)されている。なお，血液分析は検査専
門機関（㈱ ）に委託した。

15分以上の安静の後に，自動血圧計（日本
コーリン社製）を用いて収縮期血圧および拡張
期血圧を測定した。なお，測定は２回行い，測
定値が10㎜ 以上異なる場合は再度測定した。
すべての測定値の平均値を，安静時収縮期血圧
および拡張期血圧とした。

行動変容型プログラムおよび知識提供型プロ
グラムともに，対象者の身体活動と食に関する
行動を改善することを目的とした。介入期間は
４カ月間とし，介入は１カ月ごとに４回実施し
た。１回の介入時間は120分とした。介入は約

25名を対象とした集団介入として実施され，毎
回５名のスタッフ（保健師，栄養士，健康運動
指導士，医師など）で運営された。

本研究で用いた行動変容型プログラム12)は，
学習理論16)と社会認知理論2)にもとづき構築さ
れており，行動変容技法が複数採用された。採
用された主な行動変容技法は，目標設定，セル
フモニタリング，行動契約，モデリング，刺激
統制などである。基本的には目標設定とセルフ
モニタリングを繰り返し，対象者の行動変容に
対する自己効力感を高め，行動変容スキルが向
上するように支援した 。実施に当たっ
ては，行動科学を専門としない保健，医療ス
タッフでも効果的な働きかけを行えるように，
先行研究17)-19)を参考に教材を作成して使用した。
毎回の介入は，「講義＋個別ワーク：40分」「グ
ループワーク：20分」「個別相談：１人10分」
から構成された。

知識と情報の提供を重視し，従来の地域保健
事業に準じて構成された。具体的には，医師，
健康運動指導士，栄養士が疾病予防や健康的な
食事と身体活動についての講義および実習を
行った 。さらに，体力測定を行い，毎
回20分のグループワークを行うなど，対象者が
楽しく正しい知識を学べるように工夫した。

ベースライン（調査開始時）における行動変
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（単位 人，（ ）内％）

行動変容群
（ｎ＝47）

知識提供群
（ｎ＝43）

平均年齢（歳）
年齢
40歳代
50歳代
60歳代

性別
男性
女性

職業
無職（主婦・退職者等）
パート・アルバイト
会社員
その他

生活習慣病に関する服薬者1)

注 1) 高血圧，脂質代謝異常，糖尿病の治療のために医療機関
で投薬されている者

行動変容群（ｎ＝47） 知識提供群（ｎ＝43） 変化量の群間差

ベースライン ４カ月後 ベースライン ４カ月後 平均値（95％信頼区間） Ｐ値

（㎏/㎡）
ウエスト周囲径（㎝）
空腹時血糖値（㎎/ ）
インスリン濃度（μ/ ）
ヘモグロビン １ （％）
インスリン抵抗性指数
中性脂肪（㎎/ ）

コレステロール（㎎/ ）
総コレステロール（㎎/ ）

コレステロール（㎎/ ）
収縮期血圧（㎜ ）
拡張期血圧（㎜ ）
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容群と知識提供群の特性を対応のないｔ検定お
よび χ2 検定で比較した。両群の介入による各
指標の変化量を対応のないｔ検定で比較した。
さらに，両群間の変化量の差の平均値と95％信
頼区間を算出した。解析には，
（ ）統計解析ソフトを用

い，統計学的有意水準は危険率５％未満とした。
なお，介入期間中に服薬変更があった５名と，
インスリン注射を行っていた１名については，
糖代謝，脂質代謝，血圧，インスリン抵抗性の
分析から除外した。

対象者には，研究の目的，方法，データの使
用等について，口頭と書面で説明し，書面への
署名をもって同意を得た。なお，本研究は，早
稲田大学スポーツ科学学術院倫理審査会の承認
を得て実施された。

Ⅲ

対象者の約９割が女性であり，そのほとんど
が主婦もしくはパート労働者であった 。
高血圧，脂質代謝異常，糖尿病の治療のために
医療機関で投薬を受けている者の割合は，行動
変容群17.0％，知識提供群9.3％であった。対
象者の年齢，性別，職業，服薬状態に群間差は
認められなかった。さらに，介入前の対象者の
肥満度，生化学検査値，血圧値に群間差は認め

られなかった。

介入後の測定への参加をもって介入プログラ
ムの継続と定義すると，行動変容群の継続率は
94％（47名），知識提供群の継続率は86％（43
名）であり，両群間に継続率の有意差は認めら
れなかった。行動変容群のプログラム脱落理由
は「忙しい等の個人的理由：１名」「歩数計を
つけるのが面倒等のプログラム関連理由：２
名」であった。また，知識提供群の脱落理由は
「忙しい等の個人的理由：３名」「体調不良：
３名」「不明：１名」であった。なお，体調不
良の３名はガン等の内科的疾患であり介入プロ
グラムに伴うケガ等ではなかった。行動変容群
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BMI

行動変容群（ｎ＝８） 知識提供群（ｎ＝12） 変化量の群間差

ベースライン ４カ月後 ベースライン ４カ月後 平均値（95％信頼区間）

（㎏/㎡）
ウエスト周囲径（㎝）
空腹時血糖値（㎎/ ）
インスリン濃度（μ/ ）
ヘモグロビン １ （％）
インスリン抵抗性指数
中性脂肪（㎎/ ）

コレステロール（㎎/ ）
総コレステロール（㎎/ ）

コレステロール（㎎/ ）
収縮期血圧（㎜ ）
拡張期血圧（㎜ ）

Ｐ値
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および知識提供群ともに測定と介入によるケガ
や病気の発生は報告されなかった。

全対象者における介入前後の変化を に示
した。ウエスト周囲径は行動変容群でより多く
減少する傾向が観察されたが，統計的有意水準
にはいたらなかった（Ｐ＝0.08）。 コレ
ステロールは行動変容群で増加し知識提供群で
減少する傾向が観察されたが，有意水準にはい
たらなかった（Ｐ＝0.09）。それ以外の指標の
変化量においても，有意な群間差は認められな
かった。

が25㎏/㎡以上の者におけるサブ解析の
結果を に示した。肥満度の変化量を比較し
たところ， （－1.16±1.14 0.02±0.75
㎏/㎡，Ｐ＝0.01）とウエスト周囲径（－4.4±
3.3 －0.8±2.7㎝，Ｐ＝0.03）で，行動変
容群で有意に多く減少していた。糖代謝の変化
量を比較したところ，空腹時血糖値（－8.3±
11.1 0.5±4.4㎎/ ，Ｐ＝0.02），インスリ
ン濃度（－2.5±5.9 2.8±5.5μ/ ，Ｐ＝
0.04），インスリン抵抗性指数（－1.03±1.77
0.65±1.25，Ｐ＝0.03）は，行動変容群で

有意に多く減少していた。脂質代謝と血圧の指
標の変化量においては，有意な群間差は認めら
れなかった。

Ⅳ

本研究では，行動変容技法を用いた行動変容
型プログラムと従来の知識提供型プログラムと
を，介入の実施時間，頻度，回数，期間を同じ
条件にして，メタボリックシンドローム危険因
子に対する有効性を比較した。その結果，行動
変容型プログラムは， が25㎏/㎡以上の肥
満者の肥満度，糖代謝，およびインスリン抵抗
性をより多く改善することが認められた。
著者らはすでに行動変容型プログラムと知識
提供型プログラムの１次成果（行動面）への効
果の違いを検討し，行動変容型プログラムは，
身体活動をより促進することを報告している12)。
身体活動量の増加が，肥満，糖代謝，インスリ
ン抵抗性を改善することは数多く報告されてい
る20)21)。すなわち本研究の結果は，１次成果で
ある身体活動への両プログラムの効果の違いが
２次成果（身体面）である肥満，糖代謝，イン
スリン抵抗性にも影響したことを示している。
特にインスリン抵抗性は，内臓脂肪と並んでメ
タボリックシンドロームの原因のひとつとも考
えられている13)22)23)。そのため，より行動変容
群でインスリン抵抗性が改善したことは，行動
変容技法を用いたプログラムが知識提供中心の
プログラムよりも，メタボリックシンドローム
の予防や改善に寄与しうる可能性を示唆してい
る。しかしながら，その効果は肥満者でのみ認
められた。非肥満者では，糖代謝およびインス
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リン抵抗性が正常範囲内にある者がほとんどで
あり，そのため全対象者では両プログラムに効
果の差異が認められなかったと推察された。
本研究では，両プログラムの介入の回数，時

間，期間，各教室でのスタッフ数を同一にして
おり，プログラム運営に必要な費用やスタッフ
の手間はほぼ同等と予測される。すなわち行動
変容型プログラムは，肥満者のメタボリックシ
ンドローム危険因子をより効率的に改善したと
いえる。足達24)は，肥満者を対象に行動療法と
一般的な栄養，運動指導を実施し，体重を１㎏
減少させるのに必要とされたスタッフの労働時
間を算出して比較している。その結果，行動療
法は一般的な栄養，運動指導よりも効率的に減
量できることを報告している。これらの結果は，
行動変容技法を応用することは，肥満者への保
健指導の効率性や費用対効果を向上できる可能
性を示唆している。
本研究の限界として，介入スタッフと対象者

個人が実際に接した時間を制御できていないこ
とがあげられる。行動変容型プログラムでは10
分の個別相談を設けており，講義や実習が中心
の知識提供型プログラムよりも，スタッフと対
象者がより多く接している可能性がある。教室
内でのすべての対象者とスタッフの行動を撮影
等すれば，接触時間を測定できる可能性もある
が，集団教室でそれらを完全に制御することは
事実上不可能であった。さらに，本研究では４
カ月という短期間の効果しか評価できなかった。
今後は本研究の対象者を追跡し，介入終了後の
自己管理期における行動変容および危険因子改
善効果の維持についても検討する予定である。

Ⅴ

行動科学にもとづき行動変容技法を用いた行
動変容型プログラムは，従来の知識提供型プロ
グラムと比較して，介入の実施時間，頻度，回
数，期間が同一条件であっても，肥満者の肥満
度，糖代謝，およびインスリン抵抗性をより多
く改善する。

本研究は，磯子プロジェクト研究（研究責任
者：荒尾孝）の一環として実施されたものであ
る。なお，磯子プロジェクト研究の一部は，平
成18年度科学研究費（基盤Ｃ18500528）の研究
補助金によって運営されたものである。研究に
参加していただいた磯子区民の方々および磯子
福祉保健センター健康づくり係の皆様に対して
深く感謝申し上げます。
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